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１．はじめに 

2011 年 3 月に発生した東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故で
放射性物質の飛散が多かった地域においても、帰還困難区域を除き除染後避難指示が

解除され、震災から 11 年が経過した現在では少数帰村者による営農が再開されつつあ
る。農林水産省では、営農再開地域において、周辺環境からの土砂や落ち葉などを介し

た放射性物質の農業用水への流入を防止するため、定期的な環境モニタリングととも

に、用水路に蓋をかける事業を実施するなどの特別な公的支援を行っている。また、東

京電力から被災農家及び土地改良区に対する賠償金が支払われ、土地改良区の運営管

理費用として使われている。しかし、将来的には公的支援の減少または廃止が懸念さ

れ、水管理者が自立できる水管理システムの再構築が重要である。  
そこで本研究では、避難指示が解除され一部営農が再開された地域の水管理システ

ムの維持管理の現状を調べるとともに今後の課題を検討した。  
２．材料および方法   
帰還困難区域に用水源を持つ灌漑地区を対

象に農業水利施設の維持管理を担う土地改良

区の職員と行動を共にし、現場担当者や農業

者に維持管理等について、聞き取り調査を行

った。また、蓋掛け事業において副次的効果と

して期待されていた作業者の省力化に注目

し、GPS ロガーを用いた車両移動時間や移動
距離の測定から維持管理における労力の数値

化を行い、用水路の蓋かけ事業が農業水利施

設の維持管理に与える影響を分析する。その

ほか、水路に蓋掛けがなされていない福島県内の一般的な灌漑地区との比較検討を行

い（表１）、今後の課題を検討する。  
３．研究の展望 

農村地域の将来の姿とも言える福島県の営農再開地区を対象とする本研究の調査結

果は、福島県内のみならず、国内外の担い手不足地域における水管理システムの再構

築や農業政策の立案に貢献することが期待される。  
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<参参考考文文献献>  1）請戸川土地改良区（2020）：広報うけどがわ 2）会津宮川土地改良区（2020）：土地

改良区広報会津宮川 

土地改良区名  請戸川  会津宮川  

調査期間  
（令和 4 年）  5/30～6/3 5/23～5/27 

所在地  浪江町  
（浜通り）  

会津美里町  
（会津）  

地区面積  
（R2 年 5 月）  3,879ha 4,434ha 

組合員数  
（R2 年 5 月）  4,127 人  4,024 人  

蓋掛け事業  有  無  

表表１１ 対象灌漑地区 11)),,  22)) 
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